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2022年８月 18日 

 

吸収分割に係る事前開示事項 

 

 

東京都目黒区三田一丁目６番 21号 

伊藤ハム米久ホールディングス株式会社 

代表取締役社長 宮下 功 

 

 

伊藤ハム米久ホールディングス株式会社（以下「当社」といいます。）は、当社を吸収分割承継会社

とし、伊藤ハム株式会社（以下「分割会社」といいます。）を吸収分割会社とする吸収分割（以下「本

吸収分割」といいます。）を行うことにいたしました。 

本吸収分割に関する会社法第 794条第１項及び会社法施行規則第 192条に定める事前開示事項は、下

記のとおりです。 

 

記 

 

１．吸収分割契約の内容 

 

別紙１のとおりです。 

 

 

２．会社法第 758条第４号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 

 

当社は、本吸収分割に際して、分割会社に対して一切の対価を交付しません。本吸収分割の効力

発生時点において、当社が分割会社の全株式を所有していることから、当社はこれを相当である

と判断いたしました。 

 

３．会社法第 758条第８号に掲げる事項についての定め 

 

該当事項はありません。 

 

 

４．会社法第 758条第５号及び第６号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 

 

該当事項はありません。 

 

 

５．吸収分割会社についての計算書類等に関する事項 

 

(１)最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

別紙２のとおりです。 
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(２)最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

 

該当事項はありません。 

 

 

(３)最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に

重要な影響を与える事象の内容 

 

該当事項はありません。 

 

６．吸収分割承継株式会社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の

負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

該当事項はありません。 

 

 

７．吸収分割が効力を生ずる日以後における吸収分割承継株式会社の債務（会社法第 799条第１項の

規定により吸収分割について異議を述べることができる債権者に対して負担する債務に限る。）

の履行の見込みに関する事項 

 

当社は、本吸収分割を行うにあたり、効力発生日以後における当社の債務の履行の見込みに関し、

下記のとおり判断しました。 

 

記 

 

①当社の最終事業年度の末日（2022年３月 31日）以降本日までの間、当社の債務の履行に支障

を及ぼすような大幅な減収、多額の損失の発生等は生じておらず、効力発生日までに当社の資

産及び負債の額が変動することも予想されるものの、これらの変動を考慮しても効力発生日に

おいて当社の資産の額が負債の額を上回ることが見込まれています。 

 

②また、本吸収分割の効力発生日以後において、本吸収分割後の当社が負担すべき債務の履行に

支障を及ぼす事象の発生は現在のところ予想されておりません。 

 

③以上より、本吸収分割の効力発生日以後における当社の債務について、履行の見込みがあるも

のと判断します。 

 

以上 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 

吸収分割契約の内容 

 

（次頁以下に添付） 
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吸収分割契約書 
 

伊藤ハム株式会社（以下「甲」という。）と伊藤ハム米久ホールディングス株式会社（以下

「乙」という。）は、甲が食肉事業、加工食品事業（生産本部機能（甲が有する各工場におけ

る事業を除く。）、事業戦略機能及び営業本部機能（営業統括部及び CVS事業部における一切

の事業を除く。）に限定する。）、グループ会社管理事業（海外子会社についての機能を除く。）、

管理本部機能及び事業間接機能（以下「本事業」という。）に関して有する権利義務を乙に承

継させる吸収分割に関し、以下のとおり吸収分割契約（以下｢本契約｣という。）を締結する。 

 

第 1 条 （吸収分割） 

甲は、本契約の定めに従い、吸収分割（以下「本分割」という。）により、本事業に関して

有する本権利義務（第３条第 1項において定義する。以下同じ。）を、効力発生日（第６条

において定義する。以下同じ。）に、乙に承継させ、乙は、これを甲から承継する。 

 

第 2 条 （商号及び住所） 

本分割に係る吸収分割会社及び吸収分割承継会社の商号及び住所は、それぞれ次のとおり、

である。 

 吸収分割会社（甲） 

商 号：伊藤ハム株式会社 

住 所：兵庫県神戸市灘区備後町三丁目２番１号 

 吸収分割承継会社（乙） 

商 号：伊藤ハム米久ホールディングス株式会社 

住 所：東京都目黒区三田一丁目６番 21号 

 

第 3 条 （承継する権利義務） 

1. 本分割により乙が甲から承継する資産、債務、雇用契約その他の権利義務（以下「本権

利義務」という。）は、別紙「承継権利義務明細表」のとおりとする。 

2. 甲及び乙は、本権利義務のうち、その移転又は対抗要件具備のために登記、登録、通知、

承諾その他の手続を必要とするものについては、効力発生日後、相互に協力して遅滞な

くその手続を行う。 

3. 本分割による甲から乙に対する債務の承継については、併存的債務引受の方法による。 

 

第 4 条 （分割対価の交付） 

乙は、本分割に際して、金銭等の対価の交付を行わない。 

 

第 5 条 （乙の資本金及び準備金） 

乙は、本分割により資本金及び準備金の額を増加しない。 

 

第 6 条 （効力発生日） 

本分割がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2023年４月１日とする。

但し、本分割に係る手続の進行その他の事由により必要があるときは、甲及び乙は、合意

の上、効力発生日を変更することができる。 

 

第 7 条 （停止条件） 

 本分割は、米久株式会社（住所：静岡県沼津市岡宮寺林 1259番地、以下「米久」という。）

と IH ミートソリューション株式会社（住所：東京都目黒区三田一丁目６番 21 号、以下

「IHMS」という。）との間の 2022年８月 18日付「吸収分割契約書」に基づいた、米久を吸

収分割会社、IHMS を吸収分割承継会社とし、2023 年 4 月 1 日を効力発生日とする吸収分
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割の効力が発生することを停止条件として、その効力を生じるものとする。 

 

第 8 条 （費用・公租公課） 

本権利義務のうち、その移転又は対抗要件具備のために必要な登記、登録、通知、承諾そ

の他の手続に要する登記費用その他一切の各当事者において発生する費用は、甲及び乙が

別段の合意する場合を除き、各自の負担とする。 

 

第 9 条 （本契約の変更、解除及び終了） 

本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間に、天災地変その他の事由により、甲若し

くは乙の財産状態若しくは経営状態に重大な変動が発生し若しくは判明した場合、又は本

契約に従った本分割の実行に重大な支障となりうる事象が発生し若しくは判明した場合

には、甲及び乙は、誠実に協議し合意の上、本契約を変更し、又は解除することができる。 

 

第 10 条 （競業避止義務） 

甲は、効力発生日後においても、乙が承継する本事業について競業避止義務を負わないも

のとする。 

 

第 11 条 （協議事項） 

本契約に定めるもののほか、本分割に際し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲及び乙

で協議の上、これを定める。 

 

 

 

本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方記名押印の上各１通を保有する。 

 

 

2022年８月 18日 

 

甲：兵庫県神戸市灘区備後町三丁目２番１号 

伊藤ハム株式会社 

代表取締役社長  伊藤 功一 

     

 

 

乙：東京都目黒区三田一丁目６番 21号 

伊藤ハム米久ホールディングス株式会社 

代表取締役社長 宮下 功 
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別紙 承継権利義務明細表 

 

甲は、2022 年３月 31 日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これに効力

発生日の前日までの増減を加除した、以下に記載する資産、負債及びその他の権利義務（法

令上承継可能なものに限る。）を、効力発生日において乙に承継させ、乙はこれを承継する。 

 

1. 承継する資産 

 流動資産 

・効力発生日における本事業に属する売掛金、当該売掛金に関連する貸倒引当金、

商品、製品、仕掛品及び原材料（但し、現金及び預金を除く。） 

・本事業に関連し、甲乙が別途合意する関係会社預け金、前払費用、未収入金その

他流動資産 

 

 固定資産 

・効力発生日における本事業に属する有形固定資産、リース資産、建設仮勘定（動

産に係るものに限定する。）、無形固定資産、長期貸付金、関係会社長期貸付金、承

継される債権債務に関連する繰延税金資産及び承継される売掛金に関連する貸倒

引当金（但し、土地、建物、投資有価証券及び前払年金費用を除く。） 

・国内子会社の株式一切 

・本事業に関連し、甲乙が別途合意する国内関連会社の株式その他固定資産 

 

2. 承継する負債 

 流動負債 

・効力発生日における本事業に属するリース債務 

・本事業に関連し、甲乙が別途合意するその他流動負債（但し、支払手形、買掛金、

電子記録債務、未払金、関係会社預り金及び賞与引当金を除く。） 

 

 固定負債 

・効力発生日における本事業に属するリース債務、承継される債権債務に関連する

繰延税金負債、資産除去債務 

・本事業に関連し、甲乙が別途合意するその他固定負債 

 

3. 承継する契約、契約上の地位・権利義務 

効力発生日における本事業に属する売買契約、業務委託契約、賃貸借契約等の一切の契

約その他本事業に属する契約上の地位及びこれに付随する権利義務（但し、法人格が変

わることに対し移転が認められないもの、契約上移転できないもの、許認可等の再取得

が必要なもののうち本分割の効力発生日までに必要な対応ができなかったもの及び甲

が引き続き保有する必要のあるものを除く。） 

 

4. 承継する雇用契約等 

本事業に従事する従業員との雇用契約は承継しないものとする。 

 

5. 承継する許認可等 

本事業に関する許可、認可、承認、登録及び届出等で法令上承継可能なもののうち、甲

乙が別途合意するもの 

 

以上 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２ 

吸収分割会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

（次頁以下に添付） 

 



2021年度（第82期）

計　　算　　書　　類

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

神戸市灘区備後町３丁目２番１号

伊 藤 ハ ム 株 式 会 社

2021年4月１日から

2022年3月31日まで



　(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

流　動　資　産 １１２,７６２ 流　動　負　債 ７８,７７３

現 金 及 び 預 金 １５７ 支 払 手 形 ３１４

売 掛 金 ５３,０３５ 電 子 記 録 債 務 １,７４７

商 品 及 び 製 品 ４２,４５９ 買 掛 金 ５０,４６７

仕 掛 品 ３４３ リ ー ス 債 務 １３０

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 ６,５３９ 未 払 金 ９,２５３

前 払 費 用 ７４２ 関 係 会 社 預 り 金 １３,９６４

未 収 入 金 ８,２０８ 賞 与 引 当 金 １,８０８

そ の 他 １,４３４ そ の 他 １,０８６

貸 倒 引 当 金 △１５８

固　定　資　産 ８６,２２１ 固　定　負　債 ５,１３３

有 形 固 定 資 産 ３３,８０７ リ ー ス 債 務 ２３９

建 物 ９,９３９ 債務保証損失引当金 ６０

構 築 物 ６３７ 繰 延 税 金 負 債 ２,７２３

機 械 及 び 装 置 １０,５９８ 資 産 除 去 債 務 ５９８

車 両 運 搬 具 ７ 長 期 前 受 収 益 １,１８９

工具、器具及び備品 ８８９ そ の 他 ３２２

土 地 １１,１６５ 負 債 合 計 ８３,９０６

リ ー ス 資 産 ３３６

建 設 仮 勘 定 ２３２ 株　主　資　本 １０８,１２１

無 形 固 定 資 産 ３,５３２ 資　　本　　金 ２８,４２７

ソ フ ト ウ ェ ア ９４９ 資 本 剰 余 金 ２９,６６４

そ の 他 ２,５８３ 資 本 準 備 金 １,５３３

投資その他の資産 ４８,８８１ そ の 他 資 本 剰 余 金 ２８,１３１

投 資 有 価 証 券 １２,６７７ 利 益 剰 余 金 ５０,０２９

関 係 会 社 株 式 ２３,３３０ 利 益 準 備 金 ５,６０３

長 期 貸 付 金 １,２４２ そ の 他 利 益 剰 余 金 ４４,４２５

関係会社長期貸付金 １,６５０ 固定資産圧縮積立金 １,２３９

前 払 年 金 費 用 ７,８７０ 別途積立金 １７,３００

そ の 他 ２,６９９ 繰越利益剰余金 ２５,８８６

貸 倒 引 当 金 △５８８ 評価・換算差額等 ６,９５６

その他有価証券評価差額金 ６,３９５

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ５６１

純 資 産 合 計 １１５,０７７

資 産 合 計 １９８,９８４ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 １９８,９８４

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 の 部

貸　借　対　照　表
（2022年3月31日現在）
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　(単位：百万円)

内　　　　訳 合　　計

売 上 高 ５０９,３３６

売 上 原 価 ４６６,８６４

売 上 総 利 益 ４２,４７２

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ３９,７７０

営 業 利 益 ２,７０２

営 業 外 収 益

８,９３４

１,９４３

１,７９６ １２,６７５

営 業 外 費 用

３３

１,４５９

３ １,４９５

経 常 利 益 １３,８８２

特 別 利 益

５６１

５８ ６２０

特 別 損 失

１３９

３７

６０

１８ ２５４

税 引 前 当 期 純 利 益 １４,２４７

１,０５５

４６９ １,５２４

当 期 純 利 益 １２,７２２

損　益　計　算　書

金　　　　　　　　　額
科　　　　　　　　　目

受 取 利 息 及 び 配 当 金

受 取 賃 貸 料

そ の 他

支 払 利 息

不 動 産 賃 貸 費 用

そ の 他

減 損 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

そ の 他

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額

2021年4月 1日から

2022年3月31日まで
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　(単位：百万円)

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

2021年4月1日　期首残高 28,427 28,131 29,664 1,275 17,300 47,205

会計方針の変更による累積
的影響額

△ 94

遡及処理後当期首残高 28,427 28,131 29,664 1,275 17,300 47,110

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 △ 35 －

　剰余金の配当 △ 9,803

　当期純利益 12,722

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額（純額）

　事業年度中の変動額合計 － － － △ 35 － 2,919

2022年3月31日　期末残高 28,427 28,131 29,664 1,239 17,300 50,029

2021年4月1日　期首残高

会計方針の変更による累積
的影響額

遡及処理後当期首残高

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩

　剰余金の配当

　当期純利益

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額（純額）

　事業年度中の変動額合計

2022年3月31日　期末残高 115,077

純 資 産
合 計

112,573

－

△ 94

評価・換算差額等

△ 9,803

12,722

△ 320

2,598

339

339

7,054

その他有価証券
評価差額金

7,054 221 7,276

株主資本

株主資本
合 計

△ 94

105,202

561

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

7,276

△ 320

△ 320

6,956

221

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

12,722

2,919

1,533

12,722

2,954

25,886

そ の 他
資 本
剰 余 金

利 益
準 備 金

5,603

－

5,603

その他利益剰余金

23,026

株主資本等変動計算書

株主資本

資本剰余金

資 本
剰 余 金
合 計

資 本 金 資 本
準 備 金

利益剰余金

利 益
剰 余 金
合 計

繰越利益
剰 余 金

108,121

△ 659

△ 659

6,395

－

1,533

105,296

－

△ 9,803

112,478

△ 94

1,533 5,603 22,931

35

△ 9,803

2021年4月 1日から

2022年3月31日まで
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重要な会計方針に係る事項

1.資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

子会社株式及び
関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2)デリバティブ 時価法

(3)棚卸資産

製品・商品 先入先出法による原価法

(ただし、販売用食肉は、月別移動平均法による原価法)

原材料・仕掛品・貯蔵品 月別移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

2.固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法

（リース資産を除く） ただし、1998年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 24年～50年

機械及び装置 5年～10年

無形固定資産 定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

(5年)に基づいております。

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

個　別　注　記　表
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3.引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。

  債務保証損失引当金 債務保証に係る損失に備えるため、被保証会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を

計上しております。

4.収益及び費用の計上基準

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

　加工食品事業 主に国内におけるハム・ソーセージ及び調理加工食品等の製造、販売

　食肉事業 主に国内及び海外における食肉の生産、処理加工及び販売

　顧客との販売契約において、商品又は製品を引き渡す義務を負っており、これらの履行義務を充足する時点は、通常
商品又は製品の引渡時であります。ただし、国内取引については、商品又は製品の出荷時から支配が顧客に移転される
時までの期間が数日間程度であるため、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適
用し、主として出荷時に収益を認識しております。海外への販売については、貿易条件であるインコタームズに基づい
て売主（輸出者）の危険負担の移転時点で収益を認識しております。
販売契約においてリベート等の条件が含まれる場合、顧客と約束した対価のうち変動する可能性のある部分について、
将来収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り取引価格に含めております。
　販売契約における対価は、顧客へ商品又は製品を引き渡した時点から主として１年以内に回収しております。なお、
重要な金融要素は含んでおりません。
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5.ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約取引について振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を行っております。また、

金利スワップ取引について特例処理の要件を充たしている場合には特例処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ等

ヘッジ対象…外貨建予定取引、借入金利息等

(3) ヘッジ方針

為替予約は為替変動リスクをヘッジするため、金利スワップは金利変動リスクを回避する手段として、

実需の範囲内で行うこととし、投機目的の取引は行わない方針であります。

為替予約については、為替リスク管理委員会を設置し、社内管理基準に基づくリスク管理体制をとっており、

金利スワップについては、資金担当部門にて一元管理を行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより、有効性を評価しております。

なお、振当処理を行った為替予約取引は有効性の判定を省略しております。また、特例処理の要件を

充たしている金利スワップ取引は、有効性の判定は省略しております。

6.その他計算書類作成のための基本となる事項

(1)連結納税制度の適用

当社は、伊藤ハム米久ホールディングス株式会社を連結納税親会社として、連結納税制度を適用しております。

(2)連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　　 当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算税制へ移行することとなります。

 　ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度

　 への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結

　 納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020

　 年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号

　 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定

　 に基づいております。

     なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに

　 税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に

　 関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）を適用する予定であります。
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会計方針の変更

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を

当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりであります。

・有償支給取引について、従来は支給先から受け取る対価を収益として認識しておりましたが、当該収益を認識しない

方法に変更しております。

・顧客に支払われる対価である販売手数料や販促協賛金等について、従来は販売費及び一般管理費に計上しておりまし

たが、売上高から控除する方法に変更しております。

・一部の売上リベートについて、従来は販売時に仮価格で収益を認識し、販売の達成状況に応じて金額の見直しを行って

おりましたが、取引対価の変動部分を見積り、認識した収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り取引価格

に含める方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、

当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、

当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当事業年度の売上高は77,030百万円、売上原価は75,186百万円、販売費及び一般管理費は1,885百万円それぞれ

減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ42百万円増加しております。また、当事業年度の株主

資本等変動計算書の利益剰余金の遡及適用後の期首残高は94百万円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を

当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年

７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって

適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。

会計上の見積りに関する注記

食肉事業セグメントの商品及び製品に含まれる販売用食肉在庫の評価

　①当事業年度末に計上した金額

　　　　販売用食肉在庫 34,665 百万円

　　　　簿価切下額 494 百万円

　②その他見積りの内容に関する理解に資する情報

　　　棚卸資産の貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており、事業年度末に

　　おける正味売却価額が取得原価を下回る場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。

　　販売用食肉の正味売却価額は、見積売価から見積販売直接経費を控除して算定しております。

　　　過去の販売実績及び将来の販売見込み等に基づき見積売価を予測しておりますが、その予測には不確実性を

　　伴うため、実際の販売価格との乖離が発生した場合は翌期の損益に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　

7



貸借対照表に関する注記

1.有形固定資産の減価償却累計額

100,370百万円

2.担保提供資産

現金及び預金 110 百万円 44 百万円

差入保証金 200

計 310 百万円 44 百万円

3.保証債務

INDIANA PACKERS CORP. 2,493  借入等

(US$20,377千)

㈲島根農場 202  借入等

伊藤ハムミート販売西㈱ 53  賃借料支払

2,750

4.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(1)短期金銭債権 35,533 百万円

(2)長期金銭債権 152 百万円

(3)短期金銭債務 12,418 百万円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

(1)営業収益 351,743 百万円

(2)営業費用 170,944 百万円

(3)営業取引以外の取引高 9,923 百万円

計

担保に供している資産 担保に係る債務

預り金

（ギフト券発行残高）

計

被保証者
保証金額

（百万円）
 被保証債務の内容
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株主資本等変動計算書に関する注記

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

発行済株式

普通株式

2.剰余金の配当に関する事項

(1) 当事業年度中に行った剰余金の配当

決議 効力発生日

2021年６月23日
定時株主総会

2021年６月24日

(2) 配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 効力発生日

2022年６月24日
定時株主総会

2022年６月27日普通株式 12,867百万円 63円 2022年３月31日

株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日

基準日

普通株式 9,803百万円 48円 2021年３月31日

株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額

当 事 業 年 度
減少株式数 (千 株 )

－

－

当 事 業 年 度 末
株 式 数 ( 千 株 )

204,247

204,247204,247

204,247 －

当 事 業 年 度 期 首
株 式 数 ( 千 株 )

合計

当 事 業 年 度
増加株式数 (千 株 )

－
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金融商品に関する注記

1.金融商品の状況に関する事項

2.金融商品の時価等に関する事項

　2022年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

市場価格のない株式等（貸借対照表計上額24,120百万円）は、「その他有価証券」には含めておりません。また、

「現金及び預金」「売掛金」「支払手形」「電子記録債務」「買掛金」「未払金」については、現金であること、

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（単位；百万円）

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 11,887 11,887 －

デリバティブ取引

　ヘッジ会計が適用されているもの 808 808 －

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに

分類しております。

　レベル1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　レベル2 の時価：レベル1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

　レベル3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

有価証券及び投資有価証券

　すべて上場株式であり、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル1の時価に分類しております。

デリバティブ取引

　為替予約の時価は、先物為替相場や取引金融機関から提示された価格等の観察可能なインプットを用いて算定

しており、レベル２の時価に分類しております。

賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

貸借対照表計上額 時価 差額

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。当社は、伊藤ハム米久ホールディングスグ
ループのＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に参加しており、一時的な余資の預け入れや短期的な
運転資金、設備投資資金については、CMSにより運用・調達しております。
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券
は主として株式であり、上場株式については、毎月時価の把握を行っております。
　デリバティブは社内管理基準に従い、実需の範囲内で行い投機目的の取引は行わない方針であります。
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税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

貸倒引当金 228 百万円

賞与引当金 553

未払事業税 66

棚卸資産評価損 151

退職給付引当金 506

投資有価証券評価損 305

減損損失 258

事業再生費用 113

資産除去債務 182

その他 404

　繰延税金資産　小計 2,772

　評価性引当額 △ 1,393

　繰延税金資産　合計 1,378

（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △ 546

その他有価証券評価差額金 △ 2,815

退職給付信託設定益 △ 435

繰延ヘッジ損益 △ 247

その他 △ 57

　繰延税金負債　合計 △ 4,102

　繰延税金資産(負債)の純額 △ 2,723

11



関連当事者との取引に関する注記

1.親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称
資本金

(百万円)

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
伊藤ハム米久ホール
ディングス㈱

30,003
(被所有)
直接100%

経営管理
役員の兼任

ＣＭＳによる
資金取引

(注)
－

関係会社
預り金

13,964

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による資金取引については、取引が反復的に行われているため、

取引金額の記載を省略し、期末残高のみを表示しております。なお、金利については市場金利を勘案して合理的に

決定しております。

2.子会社等

種類 会社等の名称
資本金

(百万円)

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社 伊藤ハムデイリー㈱ 400
所有

直接100%

当社食肉加工品
の販売
同社製品の購入
役員の兼任

食肉加工品
の購入
(注1)

24,892 買掛金 2,339

子会社
伊藤ハム
ミート販売西㈱

90
所有

直接100%
当社食肉の販売
役員の兼任

食肉の販売
（注2）

114,461 売掛金 9,202

子会社
伊藤ハム
ミート販売東㈱

90
所有

直接100%
当社食肉の販売
役員の兼任

食肉の販売
（注2）

116,095 売掛金 10,987

子会社 伊藤ハム販売㈱ 90
所有

直接100%

当社食肉加工品
の販売
役員の兼任

食肉加工品
の販売
（注1）

65,365 売掛金 5,895

食肉の有償支給
(注2)

売掛金 2,679

食肉の購入
(注2)

買掛金 3,499

流動資産
「その他」

158

関係会社
長期貸付金

1,650

関連会社
INDIANA PACKERS
CORP.

(US$20,000千）
所有

直接20%
同社食肉の購入

債務保証
（注4）

2,493 － －

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1) 価格その他の取引条件は、製造原価等を参考に交渉の上、決定しております。

(注2) 価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に交渉の上、決定しております。

(注3) 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(注4) 金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。

3.兄弟会社等

種類 会社等の名称
資本金

(百万円)

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社の
子会社

米久㈱ 8,634 なし
当社食肉の販売
役員の兼任

食肉の販売
（注）

46,624 売掛金 3,969

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に交渉の上、決定しております。

資金の貸付
（注3）

－子会社 ロイヤルデリカ㈱ 98
所有

直接100%
資金の援助

8,410子会社 IHミートパッカー㈱ 90
所有

直接100%
同社食肉の購入
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１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 563円42銭

(2) １株当たり当期純利益 62円29銭
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2021年度（第82期）

（計算書類）
附　属　明　細　書

神戸市灘区備後町３丁目２番１号

伊 藤 ハ ム 株 式 会 社

2021年4月 1日から

2022年3月31日まで



1. 有形固定資産及び無形固定資産の明細

（単位：百万円）

区分 資産の種類

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

計

（注）当期減少額の( )内は内書きで、遊休資産等の減損損失37百万円であります。

2. 引当金の明細

（単位：百万円）

（注）計上の理由及びその額の算定方法は、重要な会計方針に記載しております。

71,195
(34)

311 232 311

357 116 1

11,210 －

債務保証損失引当金 － 60 － 60

当期末残高当期減少額区 分

1,788 2,176 62

当期首残高 当期増加額

貸 倒 引 当 金 1,308 58

減価償却
累 計 額

期　　末
取得原価

369 3,532

821 1,157

114 122

－ 232 － 232

11,165

136 336

4,107

735 9,939 32,297

期　　首
帳簿価額

当　期
増加額

当　期
減少額
（注）

当　期
償却額

 34

期　　末
帳簿価額

10,307 403
(2)

無

形

固

定

資

産

6 0 6 7

1 2,583

賞 与 引 当 金 1,973 1,808 1,973 1,808

949

(37)

867 1,780 62

－ 367920 396

620 746

856 283 7 243 889 3,069 3,959

7

有

形

固

定

資

産

562

建 物 42,237

492
計 34,929 3,415 4,045 33,807 100,370 134,177

機械及び装置 11,316 2,226 2,853

44 － 11,165 －

146 1 70 637 3,470

90
10,598 60,596
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3. 販売費及び一般管理費の明細

（単位：百万円）

科 目 金 額 摘 要

広 告 宣 伝 費 2,071

発 送 配 達 費 18,848

保 管 料 3,346

包 装 費 2,145

販 売 用 品 費 42

役 員 報 酬 155

給 与 手 当 2,915

賞 与 金 279

賞 与 引 当 金 繰 入 額 797

雑 給 与 253

退 職 給 付 費 用 △169

法 定 福 利 費 814

福 利 厚 生 費 139

旅 費 交 通 費 135

通 信 費 178

水 道 光 熱 費 139

事 務 用 消 耗 品 費 43

修 理 費 263

車 輌 費 21

租 税 公 課 561

減 価 償 却 費 477

交 際 接 待 費 23

経 営 管 理 料 2,661

そ の 他 3,623

合 計 39,770
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事  業  報  告（2021年４月１日から 2022年３月 31日まで） 

 

１．株式会社の状況に関する重要な事項 

(1）事業の経過及びその成果 

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大懸念が続く中、感染症対策

を徹底しながら社会経済活動の正常化を図ることによって一部持ち直しの動きが見られました。し

かしながら、原油価格や物価の上昇による影響が広がっていることから、先行きは不透明な状況が

続いています。 

当業界におきましては、原材料価格やエネルギー価格の高騰に加え、物流費や人件費の高止まり等の

影響を受けて、厳しい経営環境が続きました。また、新型コロナウイルス下における消費行動の変化や

デジタル化の加速、サステナビリティに対する関心の高まりなど、急速に変化し多様化する消費者ニー

ズや価値観への対応が求められています。 

このような状況において、当社グループでは、世の中の変化に的確かつ迅速に対応した商品戦略や販

売戦略を実行し、食品メーカーとしての供給責任を果たすべく、徹底した感染症対策を継続して一人ひ

とりの従業員が安全安心で多様な働き方を実践できる環境を整え、事業活動を行っております。また、

2021年度より３年間を対象期間とする「中期経営計画 2023」において、「私たちは事業を通じて、健や

かで豊かな社会の実現に貢献します」をグループ理念に、「フェアスピリットと変革への挑戦を大切に

し、従業員とともに持続的に成長する食品リーディングカンパニー」をビジョンとして掲げ、「経営基盤

の強化」「収益基盤の強化」「新規事業・市場への取り組み」「サステナビリティへの取り組み」の４つを

重点取り組み方針としております。具体的には、統合効果の最大化を目的とした事業戦略セグメント単

位への組織再編、ＲＰＡや経費エントリーシステム等を活用したデジタル戦略による業務効率化の推

進、「Ｔｈｅ ＧＲＡＮＤ アルトバイエルン」などの巾着形態商品の環境配慮型包装への変更等、重点取

り組み方針に則った施策を進めています。 

当事業年度の業績につきましては、売上高は、5,093億 36百万円、営業利益は、27億２百万円、経常

利益は、受取利息及び配当金 89 億 34 百万円等を計上し、138 億 82 百万円となりました。また、当期純

利益は 127億 22百万円となりました。 

 

(2) 設備投資の状況 

当事業年度において 55億 92百万円の設備投資を実施いたしました。 

その主な内容は、加工食品事業における東京工場、豊橋工場、西宮工場等での生産設備更新等(34億９百

万円)の設備投資を実施したものです。 
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（3）財産及び損益の状況 

区  分 
第７９期 

（2019年３月期） 
第８０期 

（2020年３月期） 
第８１期 

（2021年３月期） 

第８２期 
（当事業年度） 

（2022年３月期） 

売 上 高  （百万円）  547,536 566,867 564,078 509,336 

経 常 利 益 （百万円）  10,862 10,490 11,693 13,882 

当 期 純 利 益  （百万円）  10,501 9,264 9,943 12,722 

１株当たり当期純利益 （円）  51.41 45.36 48.68 62.29 

総 資 産  （百万円）  198,763 189,906 185,183 198,984 

純 資 産  （百万円）  110,672 109,461 112,573 115,077 

１株当たり純資産額  （円）  541.85 535.92 551.16 563.42 

(注)1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（期中平均自己株式数を除く）により算出しています。 

2. １株当たり純資産額は、期末発行済株式数（期末自己株式数を除く）により算出しています。 

3. 当事業年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年 3月 31日）等を適用しており、

当事業年度の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載しています。 

 

（4）重要な親会社の状況（2022年３月 31日現在） 

当社の親会社は、伊藤ハム米久ホールディングス株式会社であります。 

なお、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による資金取引として、同社から 139億 64

百万円の資金の借入を行っております。なお、資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合

理的に決定しております。 

 

（5）主要な事業内容（2022年３月 31日現在） 

事 業 区 分 事    業    内    容 

加 工 食 品  ハム・ソーセージ、調理加工食品等の食肉加工品の製造及び販売 

食 肉  食肉の販売 

 

（6）主要な事業所（2022年３月 31日現在） 

名 称  所  在  地 

本 社 事 務 所 兵庫県西宮市 

東 京 事 務 所 東京都目黒区 

工 場 
西宮工場（西宮市）、東京工場（柏市）、豊橋工場（豊橋市） 

取手工場（取手市）、神戸工場（神戸市）、六甲工場（神戸市） 

 

２.会社の株式に関する事項（2022年３月 31日現在） 

発行済株式の総数          204,247,736 株  
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３.会社役員に関する事項 

（1）取締役及び監査役の氏名等（2022年３月 31日現在） 

地     位 氏      名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 柴 山 育 朗 
伊藤ハム米久ホールディングス㈱代表取締役副社長 

米久㈱取締役 

専 務 取 締 役 伊 藤 勝 弘 
管理本部長 
伊藤ハム米久ホールディングス㈱取締役常務執行役員 

専 務 取 締 役 御園生 一 彦 
伊藤ハム米久ホールディングス㈱専務執行役員 

ＡＮＺＣＯ ＦＯＯＤＳ ＬＴＤ.  Executive Chairman 

常 務 取 締 役 米 田 雅 行 
加工食品事業本部長 

伊藤ハム米久ホールディングス㈱上席執行役員 

常 務 取 締 役 若 木 孝 優 
食肉事業本部長 

伊藤ハム米久ホールディングス㈱取締役上席執行役員 

取 締 役 伊 藤 功 一 

加工食品事業本部副事業本部長 

事業戦略統括部長 

伊藤ハム米久ホールディングス㈱上席執行役員 

取 締 役 宮  下  功 
伊藤ハム米久ホールディングス㈱代表取締役社長 

米久㈱取締役 

監 査 役 松 崎 義 郎 
伊藤ハム米久ホールディングス㈱常勤監査役 

米久㈱監査役 

監 査 役 髙  橋  伸 
伊藤ハム米久ホールディングス㈱常勤監査役 

米久㈱監査役 

  

４.会計監査人の状況 

（1）会計監査人の名称 

  有限責任 あずさ監査法人 

 

（2）報酬等の額 

41百万円 

 

５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要 

(1) 内部統制システム基本方針 

   取締役会において決議した内部統制システム基本方針は、次のとおりです。 

伊藤ハム株式会社（以下「当社」という。）は、グループ理念、ビジョン及び行動指針のもと、当社及び

当社の子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）の業務の適正を確保するため、以下の

体制を整備・運用する。 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

(1)当社グループは、当社グループのコンプライアンスを具体化したコンプライアンス行動基準を掲げ、

教育・研修等を通じて周知し、コンプライアンスの徹底を図る。 

(2)当社グループは、コンプライアンス担当役員、コンプライアンス委員会及び法務・コンプライアンス

部を設置し、当社グループのコンプライアンス全般の管理・監督を行うとともに、問題の未然防止や

疑義のある事案の是正及び再発防止策を検討・指導・実施する。 

(3)当社グループは、コンプライアンスに関する内部通報制度として社内相談窓口、社外相談窓口を設

け、内部通報規程により、適切な運用を行う。なお、通報者の希望により匿名性を確保するとともに、

通報者に対し不利益な取扱いを行わない。 
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(4)当社グループは、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して、毅然とした姿勢に徹し、

一切関係を持たない。反社会的勢力対応マニュアルにて、経営活動への関与や被害を防止するための

基本方針を定める。 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社グループは、文書取扱いの定めに従い、文書の保存媒体に応じて適切かつ確実に保存、管理する

体制を整備・運用する。 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1)当社グループは、事業活動にかかわるリスクを認識し、社会から長期的信頼・信用を持続的に確保す

るためのリスク管理を徹底する。ここでいうリスクとは、重大な事件、事故、災害等に起因する問題

の発生及び社会情勢等外的要因の変化により企業経営又は事業活動が重大な損失を被るか、社会一

般に影響を及ぼしかねないと予測される事態をいう。 

(2)当社グループは、危機管理室を設置し、大規模な事故、災害等による当社グループの従業員の生命の

安全、及び当社グループの事業活動継続に深刻な支障をきたすリスクに対応する体制を整備・運用す

る。 

(3)当社グループは、危機管理規程に基づき、危機管理体制を整備・運用する。また、当社グループの緊

急事態には、危機管理委員会を設置し、支障・損害とその影響の拡大を防止し、これを最小限に止め

る体制を整える。 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1)当社は、当社グループの経営方針、経営計画及び経営戦略と目標策定にかかわる業務執行決定機関と

して、取締役会を定例開催する。また、必要に応じ適宜、臨時に開催する。 

(2)当社は、取締役会に次ぐ審議・討議機関として、取締役を主要構成員とするグループ経営会議を設置

し、当社グループの経営戦略及び重要事案に関する報告・審議・討議を行う。 

５．業務の適正を確保するための体制 

(1)当社グループは、業務の適正を確保するため、内部統制システムについて、適切に整備・運用する。 

(2)当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告にかかわる内部統制システムについ

て、適切に整備・運用する。 

(3)監査室は、当社グループ各部門の内部統制システムの整備・運用状況を監査し、被監査部門への指摘

及び改善・是正の指導を行う。監査結果と指摘、指導事項は、速やかに代表取締役、取締役、監査役

に報告する。 

(4)当社は、子会社各社における業務の適正を確保するため、子会社の管理規程を定める。 

子会社は、この定めに従い、重要事項等の当社への事前承認及び報告が行われる体制を整備・運用す

る。 

(5)当社は、当社の役員又は使用人を子会社に役員として派遣し、業務の執行を監督又は監査する。 

６．子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に対する体制 

当社は、子会社各社を管掌する部門を定め、管掌部門と子会社間において、重要事項等に関する協議、

情報の共有、指示・要請の伝達が行われる体制を整備・運用する。 

７．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制 

(1)当社は、監査役との協議に基づき、監査役の職務を補助する使用人（以下「監査役スタッフ」とい

う。）を任命する。 

(2)当社は、監査役スタッフの任命、異動、評価等の人事にかかわる決定には、監査役の同意を得なけれ

ばならない。 

(3)監査役スタッフは、監査役の指揮命令のもとに監査役の職務を補助し、その職務を遂行するにあた

り、取締役その他の業務執行組織の指揮・命令を受けない。 
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８．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(1)当社グループの取締役及び使用人は、その経営に影響を与える重要な事項については、遅滞なく当社

の監査役に報告する。また、監査役から情報の提供を求められた場合、これに応じる。 

(2)監査室は、当社グループの内部監査結果を監査役に報告する。また、法務・コンプライアンス部は、

通報窓口の相談・通報事案、社内不祥事、法令違反事案を監査役に報告する。 

(3)当社グループは、当社の監査役に対して上記各号の報告をした者について、希望により匿名性を確保

するとともに、報告者に対し不利益な取扱いを行わない。 

(4)当社は、監査役が弁護士、公認会計士その他専門家に助言を求める費用を負担する。また、監査役か

らの請求により、職務執行について生ずる費用の前払又は償還に応じる。 

(5)当社は、取締役会、グループ経営会議等の重要な会議への監査役の出席を確保する。また、監査役が

取締役、会計監査人と定期的に会社経営に関する意見交換を行う機会を確保する。 

 

(2) 内部統制システム基本方針の運用状況の概要 

当事業年度における内部統制システム基本方針の運用状況の概要は、次のとおりです。 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(1)当社は、当社グループの役員をはじめ全従業員のコンプライアンスに対するさらなる意識向上、並び 

に実践の企業風土を徹底浸透させるとともに、コンプライアンス体制の強化・拡充を図っています。 

伊藤ハム米久ホールディングスグループ（以下「親会社グループ」といいます。）のグループ理念、

ビジョン及び行動指針に基づき、コンプライアンス行動基準を掲げており、これらの内容を整理した

冊子「企業倫理規範」を役員・従業員に配布し、周知を図っています。 

また、定期的に経営層よりコンプライアンスメッセージを発信しています。 

(2)伊藤ハム米久ホールディングス株式会社（以下「親会社」といいます。）は、コンプライアンス担当 

役員を委員長としたコンプライアンス委員会を設置し、毎月１回開催しています。本委員会は、コン 

プライアンス担当役員、監査役、品質・コンプライアンスリスクに関わる責任者、社外有識者で構成 

されており、食品安全、コンプライアンスに係る管理状況の確認とその運用状況について独立的に評 

価しています。 

また、当社グループのコンプライアンスを推進するため、コンプライアンス責任者会議を年２回開催 

しています。本会議では、コンプライアンス推進活動の方針・計画の策定、コンプライアンス委員会 

から改善を求められた事項、コンプライアンスに係る事案などをモニタリングし、それを踏まえた実 

効性の高い施策に移していくための審議を行っています。 

(3)親会社の法務・コンプライアンス部は、当社グループの従業員に対しコンプライアンス講習を行う 

など、コンプライアンス推進の活動を行っています。 

コンプライアンスの浸透度合いを把握するため、また従業員からコンプライアンスに関する率直な

意見を聞くため、年１回、全従業員を対象にコンプライアンス浸透度調査を実施しています。回答結

果や従業員の意見などは、役員、全従業員にフィードバックし、また、当社グループの従業員に対し

ては、コンプライアンス担当役員よりメッセージを発信しています。  

(4)当社は、グループ会社従業員を対象にコンプライアンスに関する相談や内部通報を受け付ける「社 

内相談窓口（親会社の法務・コンプライアンス部）」と「社外相談窓口（社外弁護士）」を設置してい 

ます。 

各相談窓口の連絡先は、「企業倫理規範」の冊子、コンプライアンスカード、社内ポータルサイトに 

て案内しています。 

また、内部通報規程において、相談内容の秘密厳守、通報・相談したことによる相談者への不利益な 

取り扱いの禁止について規定し、相談者の保護を図っています。 

(5)当社は、反社会的勢力対応マニュアルにて、反社会的勢力による当社グループの経営活動への関与 

や被害を防止するための基本方針、具体的な対応方法を定め、運用しています。 
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２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社グループは、文書管理に関する規程により、法令等に基づく文書保存期間を設定し、適切に保存・

管理しています。 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1)親会社の経営企画室、コーポレート部門等は、当社グループの事業運営に想定されるリスクの把握・ 

分析を行い、取締役会に対して必要な報告をしています。 

(2)当社グループは、リスクが顕在化した場合の影響度を最小限に抑えるため、各々のリスクに対応す 

る担当部署を定め、リスク対策を策定・実施しています。 

(3)当社グループは、従業員の生命・身体、または当社グループの資産に著しい被害が生じ、当社グルー 

プの事業活動の継続に重大な影響を及ぼす事象が発生した場合、もしくはそのおそれがあると判断 

した場合、親会社に危機管理委員会を設置し、情報の収集・分析、及び損害の発生または損害拡大の 

防止のために必要かつ適切な対応を行います。 

2021年度は、新型コロナウイルス感染症拡大対策として危機管理委員会を設置しました。危機管理委 

員会では、従業員の感染予防、感染拡大防止、及び商品の安定供給の責務を全うするため、政府、地 

方自治体の対応方針を踏まえて、適時適切に当社グループの対応方針、ガイドライン等を策定、実施 

しました。 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1)取締役会は、定例の取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を適時に開催しています。取締役会 

では経営上の重要な事項に関する意思決定や方針決定及び業務執行状況の監督を行っています。 

(2)グループ経営会議は、取締役会に次ぐ審議・討議機関として親会社に設置され、親会社の役員（社外 

役員を除く）、当社の取締役及び監査役、その他グループ経営会議の議長が指名する者から構成され 

ています。 

月２回の定例開催のほか、必要に応じて適宜開催しており、当社グループの経営戦略及び重要事実に 

関する決定・報告・審議等を行っています。 

５．業務の適正を確保するための体制 

(1)当社グループは、本基本方針に基づき、内部統制システムを整備・運用しています。 

(2)親会社の監査室は、内部統制システムの運用状況について、内部監査規程、年間監査計画等に基づ 

き、当社グループを含めた事業部門の業務監査を主目的とする内部監査を実施しており、また、必要 

に応じて追加的な目的監査を行っています。 

内部監査結果は、被監査部門、取締役及び監査役に報告しています。 

(3)子会社各社は、それぞれの決裁権限規程等にて、当社の承認を要する事項・当社への報告を要する事

項の基準を定めています。 

子会社各社は、この基準に基づき業務の執行、または当社への報告を行っています。 

(4)当社は、当社役員を子会社に派遣しており、当該役員は、子会社の取締役会や重要な会議に出席し、 

業務執行の監督または監査を行っています。 

６．子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に対する体制 

当社は、子会社各社の管掌部門を定めています。 

管掌部門から使用人等を子会社各社に取締役として派遣し、取締役会や重要な会議で職務執行の報

告を受けています。 

７．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制 

当社は、監査役から要請があった場合、監査役との協議により監査役スタッフを任命することとして

います。 

８．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(1)親会社の監査室は、内部監査結果を監査役に報告しています。 

親会社の法務・コンプライアンス部は、その活動状況、社内・社外相談窓口への相談内容及びその対
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応状況等を監査役に報告しています。 

(2)親会社グループの監査役をメンバーとする「グループ会社監査役連絡会」を開催し、監査役のレベル 

向上を図るとともに、情報共有、意見交換を行っています。 

(3)監査役は、取締役会・親会社のグループ経営会議等の重要な会議に出席し、重要事項の意思決定プロ 

セスや内部統制システムの整備・運用状況の監査を行っています。 

監査役は、親会社の社外取締役を交え、取締役との面談会を行っています。 

また、会計監査人と定期的に報告会・意見交換会を行い、連携強化を図っています。 

その他、取締役、親会社の執行役員と面談を適宜行い、情報共有、課題聴取、意見交換を行っていま 

す。 
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神戸市灘区備後町３丁目２番１号 

伊藤ハム株式会社 

2021年４月 １日から 
 

2022年３月 31日まで 



 

１．会社役員の重要な兼職状況の明細 

区分 氏名 兼職する他の会社名 兼職の内容 摘要 

取 

 

締 

 

役 

柴 山 育 朗 伊藤ハム米久ホールディングス㈱ 代 表 取 締 役 ※ 

 米 久 ㈱ 取 締 役 ※ 

伊 藤 勝 弘 伊藤ハム米久ホールディングス㈱ 取 締 役 ※ 

御 園 生 一 彦 ＡＮＺＣＯ  ＦＯＯＤＳ  ＬＴＤ． Executive Chairman  

米 田 雅 行 伊 藤 ハ ム デ イ リ ー ㈱ 取 締 役 ※ 

 伊 藤 ハ ム ウ エ ス ト ㈱ 〃 ※ 

 ㈱ 菊 水 〃 ※ 

若 木 孝 優 伊藤ハム米久ホールディングス㈱ 取 締 役 ※ 

 ＡＮＺＣＯ  ＦＯＯＤＳ  ＬＴＤ . Ｄ ｉ ｒ ｅ ｃ ｔ ｏ ｒ  

 ＩＴＯＨＡＭ ＡＭＥＲＩＣＡ，ＩＮＣ. 〃 
 

 

 サ ン キ ョ ー 食 品 ㈱ 取    締    役 ※ 

伊 藤 功 一 ITOHAM  BETAGRO FOODS CO., LTD. Executive Chairman  

宮 下 功 伊藤ハム米久ホールディングス㈱ 代 表 取 締 役 ※ 

 米 久 ㈱ 取 締 役 ※ 

監 

 

査 

 

役 

松 崎 義 郎 伊藤ハム米久ホールディングス㈱ 常 勤 監 査 役 ※ 

 米 久 ㈱ 監 査 役 ※ 

 伊 藤 ハ ム 販 売 ㈱ 〃 ※ 

 サ ン キ ョ ー ミ ー ト ㈱ 〃 ※ 

 伊 藤 ハ ム ミ ー ト 販 売 東 ㈱ 〃 ※ 

 伊 藤 ハ ム ミ ー ト 販 売 西 ㈱ 〃 ※ 

髙 橋 伸 伊藤ハム米久ホールディングス㈱ 常 勤 監 査 役 ※ 

 米 久 ㈱ 監 査 役 ※ 

 伊 藤 ハ ム デ イ リ ー ㈱ 〃 ※ 

 伊藤ハムフードソリューション㈱ 〃 ※ 

 伊 藤 ハ ム ウ エ ス ト ㈱ 〃 ※ 

(注)※印を付した会社は、当社と同一の部類の営業を行っております。 

 








